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第３章　就職差別解消に向けた取組

１　就職差別解消の基本的な考え方
　就職の機会均等の保障は、同和問題解決の中心的課題の一つであり、とりわけ重要なことが
らです。採用選考に当たって、その適性や能力が問題にされる前に、同和地区に対する予断や
偏見による「差別」のために、希望する職に就けないという実態が残念ながらあります。こう
した偏見に基づく就職差別は、女性や障害者、外国籍の人々などに対しても数多く見られます。
　これまでにも、東京に本社があるＡ社の、ある県の営業所長が、高校の進路指導の先生に対
して「後でもめるより先に言っておいたほうがいい。うちは、在日韓国・朝鮮人と同和地区の
人は採用しない」と発言した事象が発生しています。
　また、Ｂ社においては、営業所長用の研修テキストのなかで、社員に採用すべきでないもの
の第一番目に「同和地区出身者」をあげていました。
　こうした事象のほかにも、面接選考の際に本籍や親の職業等、応募者の適性と能力とは全く
関係のない事項について聞き出す、という事例もおきています。
　各企業におかれましては、同和問題をはじめとする人権問題についての正しい認識のうえに
立って、採用方針をはじめ、求人（募集）活動、選考基準、選考方法、採否決定及び採用後の
配置等の雇用管理について、就職の機会均等の保障を阻害していないかどうかを再度点検し、
差別のない公正な採用選考システムや体制を確立していただくようお願いします。
　東京都においては、これまでも同和問題解決の中心的課題である就職の機会均等の確保を図
るために、統一応募書類制定の趣旨の徹底をはじめとして各種の普及・啓発事業を実施してき
たところです。そして、平成８年７月、就職差別解消のための各種事業をより効果的に推進す
ることを目的として、「就職差別を解消するための東京都の基本的考え方について」をまとめ
ています。
　なお、平成 12 年４月に地方分権一括法が施行され、職業安定行政が国に移管されたことに
より、「企業への啓発・指導」、「公正採用選考人権啓発推進員制度の充実」などについては、
東京労働局が実施しています。

【資料】

「就職差別を解消するための東京都の基本的考え方について」（平成８年７月 29 日）

　同和問題は、憲法が保障する基本的人権の侵害に係わる深刻、かつ重大な社会問題であります。そ
のため、東京都では、同和問題の解決を都政の重要課題のひとつとして積極的に取組んでおり、なか
でも同和地区出身者に対する就職差別を解消することが同和問題解決の中心的課題であると考えてい
ます。それは、「就職」が生活の安定を確保するとともに労働を通じた社会参加を図るなど、一人一人
の人間にとって幸せに生きていく上で基本となるからです。だれもが能力と適性に応じて自由に自ら
の意思で職業を選ぶことができなければなりません。
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　しかし、同和地区出身者の就職に当たり、予断や偏見に基づく様々の差別事象が発生しています。
それは、女性、障害者、外国籍の人などに対しても数多くみられます。
　このため、東京都では、公正な採用選考を実現するための啓発・指導が行政に課せられた重要な責
務であると認識しており、統一応募用紙使用の徹底をはじめ、下記のとおり様々の取組みを実施して
きました。
　今後とも、同和地区出身者の雇用の促進と職業の安定を目指した労働省 183 号通達（労働省職業安
定局長）及び公正な採用選考の実施を内容とした事業主に対する東京都三局長からの要請（教育長、
総務局長、労働経済局長）の趣旨を踏まえ、就職差別の解消に取組むことを東京都の基本的な考え方
としていきます。

記
１　都民への普及・啓発
　…　東京都の取組みの啓発冊子等への掲載をはじめとして、区市町村や都内企業等各種関係団体との
連携のもと、あらゆる機会をとらえて就職差別の解消について都民への啓発を推進する。

２　職業安定行政の充実
　（1）企業への啓発・指導
　　…　啓発冊子の発行や企業のトップクラスを集めた研修会の開催など、あらゆる機会をとらえて統
一応募用紙の使用とその趣旨の徹底を図るなど、就職差別を解消するための企業に対する啓発・
指導に取組む。

　（2）同和関係業務の体制整備
　　…　業務次長を同和問題の「主たる責任者」と位置付けるなど、同和地区出身者に対する就職差別
の解消に向けた公共職業安定所の体制整備を図る。

　（3）企業内同和問題研修推進員制度の充実
　　…　研修推進員が企業において中心的役割を果たし、同和地区出身者に対する就職差別が解消され
るよう、制度の充実に努める。

３　教育行政の充実
　（1）採用選考の内容等の状況把握
　　…　就職希望生徒の進路に関する実態調査等により採用選考の状況を把握し、公正な採用選考の確
保に努める。

　（2）学校に対する指導
　　…　進路指導担当教諭に対する研修の充実とともに、進路指導に関する資料の発行や事業主に対す
る東京都三局長からの要請文の送付などにより、公正な採用選考の実現に向けた就職指導の充実
を図る。

４　都庁内部の体制整備
　…　都庁全ての部局における職員が、就職差別を解消することの重要性を認識し、自らの問題として
取組めるよう、全局に向けた通達や職員研修の充実等を通じ、その理解と認識の徹底に努める。

　　また、就職問題に関わる担当部局の連絡体制を密にし、その取組みの充実強化を図る。
※　（…注１）労働省 183 号通達（平成 13 年度末廃止）のほかに、平成９年３月 31 日に第 230 号通達（労

働省職業安定局長）が発せられています。
※　（…注２）平成９年３月 31 日から「企業内同和問題研修推進員制度」の名称が変更され「公正採用

選考人権啓発推進員制度」となっています。

※（注1）

※（注2）
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２　東京労働局における取組
（1）企業に対する啓発指導
　　①雇用主研修会
　　　…　雇用主（企業のトップクラス）を対象として、同和問題をはじめとした人権問題を企

業の社会的責任という視点で公正な採用選考についての理解と認識を深めることを目的
として、都内各ハローワークにおいて開催しており、特に毎年６月には東京都が主催す
る「就職差別解消促進月間」の主要行事として、平成 31 年度から、「就職差別解消シン
ポジウム」を東京都と連携して開催し広範な啓発活動を実施しています。

　　②公正採用選考人権啓発推進員研修
　　　…　企業の人事担当責任者等より選任された推進員に対し、公正な採用選考についてより

一層理解を深める研修を実施し、各企業において、応募者の適性と能力に基づく公正な
採用選考が行われることを目的として毎年都内各ハローワークで開催しています。

　　③募集・採用選考時における不適切な事案への対応
　　　…　各企業で行われる採用選考時に不適切な質問等があったとの通報があった場合は、事

業所管轄ハローワークと連携し、迅速な事実確認及び的確な事業所指導を実施していま
す。

（2）学生・生徒に対する労働関係法令の基礎知識の周知
　　…　平成 27 年 10 月に、青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45 年法律第 98 号。以下
「若者雇用促進法」という。）が施行され、新たに「労働に関する法令に関する知識の付与」
についての規定が設けられました（第 26 条）。

《青少年の雇用の促進等に関する法律（抄）−労働に関する法令に関する知識の付与−》
第 26 条　…国は、学校と協力して、その学生又は生徒に対し、職業生活において必要な労

働に関する法令に関する知識を付与するように努めなければならない。

　　…　学生・生徒に対する労働関係法令に関する知識の付与については、従来より、学校、地
方公共団体、労働関係行政機関等の関係者の連携の下で取組が進められてきましたが、若
者雇用促進法において新たに労働関係法令に関する知識の付与に関する規定が設けられた
ことを踏まえ、東京労働局では、労働局職員による大学生向けのセミナーの実施、ハンド
ブックの周知等に引き続き取り組むとともに、ハローワークの職員が学校を訪問する際な
ど様々な場面を通じて労働関係法令の普及等の重要性に関する周知を積極的に行ったり、
高校生に対する就職ガイダンス等において労働関係法令に関する基礎的知識（公正採用選
考に関する知識を含む）の講義を行うなど、学校と連携した取組の強化に努めています。
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（3）雇用促進システム
　　…　平成５年９月、ハローワーク職員による就職差別につながる発言を契機として惹起され

た事件の総括として、平成６年より同和地区出身者等を対象とした現地相談会を開始しま
した。平成 12 年４月に地方分権一括法が施行され東京労働局となった後は、東京都から
の要請に基づき現地に出張し、就職希望者のニーズを聞き取るとともに、ハローワークの
特別援助体制【業務担当次長（企業啓発担当）を主たる責任者として構成され、人権啓発
関係業務全般について一元的に把握・支援を行う体制】に引き継ぎ、個別相談による就職
支援等を行っています。

　　…　また、当該事件を契機として、都内４か所（飯田橋、品川、新宿、足立）のハローワー
クに雇用指導官（人権啓発担当）を配置し、採用選考時の不適切な事案等を惹起した企業
に対する啓発・指導を実施しています。

　　…　さらに、平成 23 年２月からは「東京新卒応援ハローワーク」において【人権相談特別窓口】
を設置し、専門の職員等による学生等からのあらゆる相談に対応する体制の構築を図ると
ともに、必要に応じて都内各ハローワークと一体となって企業に対する啓発・指導を行っ
ています。
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３　就職差別解消促進月間の取組
　６月は「就職差別解消促進月間」です。
　就職は、生活の安定を確保するとともに労働を通じて社会参加を図るなど、一人ひとりの人
間が幸せに生きていく上で基本となるものであり、誰もが適性と能力に応じて自由に自らの意
思で職業を選択することができなければなりません。「職業選択の自由」が基本的人権のひと
つとして規定され、就職の機会均等がすべての人に保障されているのも、このような趣旨に基
づくものです。
　都としても、かねてより、応募者の基本的人権を尊重し、公正な採用選考を推進するなど、
就職差別解消のための各種施策を推進してきたところです。
　しかし、平成 10 年７月、大阪府の調査会社が企業の依頼を受けて、就職差別につながるお
それの強い身元調査を行っていたことが明らかとなり、その後、都内においても同様の身元調
査が行われていたことが判明しました（詳細は P18 参照）。採用に当たって身元調査を行うこ
とは、基本的人権の尊重や職業選択の自由を保障した憲法の精神に反するものであり、誠に遺
憾というほかありません。
　このことは、今なお、応募者本人の適性と能力に基づかない不合理な採用選考が見受けられ
る状況にあること、就職差別解消の意識がまだ十分にいきわたっていないことの現れであり、
すべての人々の就職の機会均等を確保するための就職差別解消に向けた取組をより一層推進し
ていくことが求められています。
　このため、東京都では平成 12 年度から、６月を「就職差別解消促進月間」として、あらゆ
る企業、あらゆる職場から就職差別をなくすため、広く企業や都民に対し、集中的に各種啓発
活動を展開していくこととしました。
　そのねらいは次の３点です。
　①　集中的取組で関係機関の力を結集し、就職差別解消のための啓発の効果を高めること。
　②　「月間」の取組を通じて国（東京労働局）と都の連携協力の体制を構築すること。
　③…　運動団体をはじめとする関係団体とそれぞれの立場を尊重した協力関係を築き、就職差

別の解消を促進させること。
　そして、就職差別解消のためには、当事者である企業に対する啓発を行うだけでは十分でな
く、企業と社会の人権感覚を問い、人権尊重の社会を築いていくことを目的とした取組にする
ことが必要です。そのために、①企業向け啓発とともに都民向け啓発を行うこと②関係機関の
取組を一点集中すること③可能な限り幅広い取組を行うこと、としました。
　「月間」に行う主な取組内容は次のとおりです。
　広報活動としては、「月間」啓発ポスター、チラシを作成し、ハローワークを通じて企業へ
配布するとともに、都の関係機関や学校、区市町村等への配布を行います。「広報東京都」「と
うきょうの労働」など都の広報媒体を活用してお知らせをするほか、区市町村や経済団体へ広
報等への記事掲載を依頼します。
　「月間」行事としては、東京労働局及びハローワークが開催する「雇用主研修会」を共同で
開催します。また、広く都民も対象として、“ 企業と人権 ” をテーマとした「就職差別解消シ
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ンポジウム」を開催します。さらに、広く人権問題を取り上げ「人権啓発映画会」を開催します。
なお、区市町村や経済団体等関係機関に対して「月間」の趣旨の徹底など協力要請を行います。
　「月間」の取組を始めて 20 年目となる令和元年度からは、「月間」の趣旨に賛同する都内企業・
団体を広く募集するとともに、これらの企業・団体の協力や知見を得ながら啓発活動を行って
います。

　　　◎東京都TOKYOはたらくネットＨＰ「就職差別解消促進月間」
　　　　https://www.hataraku.metro.tokyo.jp/kaizen/kosei/kouen-eiga/
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４　新規学校卒業者の採用選考について
（1）高等学校等新規卒業者の採用選考について
　…　高等学校等新規卒業者の就職の機会均等の確保については、東京都教育関係機関、東京労
働局及びハローワーク等が連携して就職差別解消に向けた取組を行っています。
　…　各企業に対しては、教育長、生活文化局長、産業労働局長連名による「要請文」を配布す
るとともに、３局合同の啓発ポスターを経済団体、業種別団体、都立及び私立高等学校等に
配布し、早期選考の防止及び統一応募用紙の趣旨の周知徹底を図っています。
　…　また、平成 12 年度からは、３局長要請文にあわせて、東京労働局長名による同様の要請
を企業に対して行っています。
　…　高等学校等新規卒業者の採用選考については、面接に際し、本人の適性と能力に全く関係
のない事項を質問したり、書類を提出させたり、採用選考開始期日を守らない等の事例が報
告されています。こうした場合には、東京労働局及びハローワークが、事実確認と是正指導
を行い、差別のない公正な採用選考システムの確立のための指導を行っています（P57 のス
キーム図参照）。
　…　今後とも、公正採用選考人権啓発推進員はもとより、企業のトップクラスに対して、公正
な採用選考についての理解と認識が得られるよう、研修や啓発に努めていくことが求められ
ています。
　※…　募集に使用する全国高等学校統一応募書類については、平成８年に「本籍」欄が、平成

17 年に「保護者氏名」欄が削除されています。

【資料】

高等学校等新規卒業者の採用選考について　　令和元年 5 月
事業主　各位
　高等学校等新規卒業者の採用につきましては、平素から格段の御高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　東京都では、従来から生徒一人一人の人権を尊重するという立場から、採用選考開始期日の厳守及び就職の
機会均等の保障についてお願いをしてきたところであります。しかし、一部の企業において早期選考が行われ、
また、採用選考に際し、本人の適性や能力に関わりのない事柄を聴取している例も見受けられます。
　このため、平成12年度より６月を「就職差別解消促進月間」と定め、啓発活動を強化しているところです。
　つきましては、企業の社会的責任からも、採用選考開始期日を厳守するとともに、啓発冊子「採用と人権」
等を参考にされ、次の事項に配慮した公正な採用選考を実施されますよう重ねて要請いたします。
　なお、東京都高等学校就職問題検討会議が、「令和２年３月卒業予定者については、推薦開始日からは１人
１社の応募・推薦とするが、10月１日以降は１人２社まで応募・推薦を認める」との申し合わせをしていま
すので、あわせて御理解と御協力をお願いいたします。

記
１…　採用選考開始期日については「令和元年９月 16 日以降」とする取決めを厳守し、早期選考は行わ
ないこと（選考開始期日は全国統一のルールです。）。
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２…　選考時の面接や作文などにおいて、本人の適性、能力に関わりのない出身地、保護者や家族の職業、家庭
環境等について質問したり、記述を求めたりしないこと。
３　募集時に、統一応募書類以外の書類（社用紙など）、戸籍謄（抄）本、住民票の提出を求めないこと。
４…　採用選考開始期日前の職場見学時等に、応募書類を受理したり、社用紙を配布したりするなどの早期選考
や就職差別につながる行為を行わないこと。
５　採用決定（内定）時から採用までの間に応募者から提出させる書類は、「就職承諾書」だけにすること。
６　採用選考前はもとより、内定後においても、就職希望者についての身元調査は行わないこと。

東京都教育委員会教育長　　中井　敬三
東京都生活文化局長　　浜　佳葉子
東京都産業労働局長　　藤田　裕司

東京労働局長要請文（令和元年５月）
拝　啓
　新緑の候、貴社益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。
　日頃から、東京における労働行政の円滑な運営につきまして、格別のご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、我が国の経済は、経済対策などの政策の推進や、二〇二〇年東京オリンピック・パラリンピック競技
大会の開催決定に伴うマインドの改善などにより、緩やかな回復基調が続いており、経済の更なる成長と分配
の好循環を形成するため、「一億総活躍社会」を実現することが求められております。少子高齢化・労働人口
の減少等、種々の課題を解決するためには多様な働き方を推進するための取組みが必須の状況となっており、
その中核を担う労働行政の果たす役割は極めて大きく求められているところでございます。
東京労働局におきましては、新規学校卒業予定者を含む若者の就職支援につきまして、将来のわが国の担

い手として一人でも多くの方が希望する仕事に就けるよう「新卒応援ハローワーク」や「わかものハローワー
ク」において、マンツーマンによる就職支援を行っているところでございます。
　しかしながら、採用面接時には応募者の適性や能力に何ら関係のない出身地や家族状況を質問する、あるい
は、独自のエントリーシートに記載させるなど、就職差別につながるおそれのある不適正な事案がいまだ発生
しております。
　また、インターネットを利用した差別的な書き込みをはじめとした部落差別が依然として存在していること
から、部落差別の解消の推進に関する法律が平成二十八年十二月に施行され、就職差別の解消に向けた啓発指
導等の推進に努めているところでございます。
　職業安定法では、業務の目的の達成に必要のない応募者の個人情報、とりわけ就職差別につながるおそれの
ある本籍や出身地、家族状況、あるいは思想、信条といった応募者の適性と能力に関係のない事項については、
収集してはならない個人情報として定めており、採用選考において、このような不適正な情報収集により採否
決定に影響を及ぼした場合には、重大な就職差別となります。
　このため、新規高等学校卒業予定者の応募書類につきましては、不適正な個人情報の収集がなされないよう
「全国高等学校統一応募書類」を定め、その使用を厳にお願いしているところであり、また、新規大学等卒業
予定者の応募書類につきましては、就職差別につながるおそれがある事項を除いた標準的事項の参考例をお示
しし、その活用をお願いしております。
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　東京労働局では、応募者の基本的人権に配慮した公正な採用選考システムの更なる普及・啓発とともに、企
業の中で働く全ての人々の人権を尊重した人事・労務管理システムが構築されるよう積極的な業務展開を図る
こととしております。
　貴社におかれましては、本要請の趣旨をご理解のうえ、応募者の人権を尊重した公正な採用選考システムの
確立、また新規学校卒業予定者の求人活動ルールの遵守につきまして、格別のご配慮を賜りますようお願い申
し上げます。
　末筆ながら、貴社の益々のご発展をお祈り申し上げます。

敬　具
令和元年五月

東京労働局長　前田　芳延
各事業主　殿

　注）両文書とも、令和２年度については令和２年５月要請予定。
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（2）新規大学等卒業者の就職・採用活動に関する要請について
　新規大学等卒業予定者の採用・就職活動については、これまで日本経済団体連合会（以下
「経団連」という。）は「採用選考に関する指針」（以下「指針」という。）を、また、大学側
は「大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について（申合せ）」（以
下「申合せ」という。）をそれぞれ定め、双方は、指針及び申合せを尊重した採用活動、就
職の取扱いを行うことで合意してきました。
　しかし、平成 30 年 10 月、経団連が今後指針を策定しない方針を示したことから、政府は
「就職・採用活動日程に関する関係省庁連絡会議」を開催し、同会議にてとりまとめられた
「2020 年度卒業・修了予定者の就職・採用活動日程に関する考え方」を、平成 31 年 3 月に「2020
年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関する要請事項」（詳細は下記「資料」を参照）
として経済団体等へ要請しました。
　なお、令和 3年 3月新規大学等卒業予定者の就職・採用活動については以下のとおりです。
　・広報活動　　：卒業・修了年度に入る直前の 3月 1日以降
　・選考活動　　：卒業・修了年度の 6月 1日以降
　・正式な内定日：卒業・修了年度の 10 月 1 日以降

（3）新規大学等卒業者の採用選考について　
　新規大学等卒業予定者の採用選考については、インターネット上のエントリーシートに、
本人の適性と能力に関係のない、「本籍」「家族の職業」「尊敬する人物」等の項目が設定さ
れている等の事例が報告されています。
　こうした本人の適性と能力に関係のない個人情報の収集（エントリーシートヘの記載や面
接での質問等、採用選考の全ての場面での情報収集が対象となります。）は、求職者等の個
人情報の取扱いを定めた職業安定法第 5条の 4及び労働大臣指針（平成 11 年労働省告示第
141 号）（P63 参照）に違反することになります。
　なお、学生や学校等から、「本人の適性と能力に関係のない項目がエントリーシートにあっ
た・面接で質問された等」の報告があった場合は、東京新卒応援ハローワークの特別相談窓
口で把握をし、東京労働局（ハローワーク）において、事業所に対する事実確認及び是正指
導を行っています（P61 のスキーム図参照）。
　また、学生・学校等に向けた公正採用選考に関する周知・啓発の一環として、新卒応援ハ
ローワークの職員及びジョブサポーターが大学等を訪問して実施するセミナーの中で公正採
用選考に関する知識付与なども行っています。

【資料】

2020 年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関する要請事項

　就職・採用活動の円滑な実施及び学生が学業に専念できる環境の確保のため、2020 年
度（2021 年 3 月）に卒業・修了予定の学生 1（以下「新卒学生」という。）を対象とした
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就職・採用活動について、政府として就職・採用活動を行う主体に広く要請する事項及び
このことに関する留意点等は、以下のとおりです。

１．就職・採用活動の日程
　…　学生が学修時間を確保しながら安心して就職活動に取り組むことができるよう、
就職・採用活動の日程については、次のとおりとしていただくようお願いいたしま
す。

　・広報活動開始　　　：　卒業・修了年度に入る直前の 3月 1日以降
　・採用選考活動開始　：　卒業・修了年度の 6月 1日以降
　・正式な内定日　　　：　卒業・修了年度の 10 月 1 日以降

　広報活動とは、採用を目的として、業界情報、企業情報、新卒求人情報等を学生に対
して広く発信していく活動を指します。その開始期日の起点は、自社の採用サイトある
いは就職情報会社の運営するサイトで学生の登録を受け付けるプレエントリーの開始時
点とします。上記の開始期日より前における活動は不特定多数に向けたもの 2にとどめ、
学生の個人情報の取得や個人情報を活用した広報活動は行わないようお願いいたします 3。
　また、広報活動の実施に当たっては、それが実質的な選考とならない、またそうした
誤解を与えることのないよう留意していただき、学生が自主的に参加するかどうかを判
断できるものであること、その後の採用選考活動に影響を与えるものではないことを十
分周知 4していただくようお願いいたします。
　採用選考活動とは、一定の基準に照らして学生を選抜することを目的とした活動を指
します。具体的には、選考の意思をもって学生の順位付けまたは選抜を行うもの、ある
いは、当該活動に参加しないと選考のための次のステップに進めないものであり、こう
した活動のうち、時間と場所を特定して学生を拘束して行う面接や試験などの活動を指
します 5。

２．学事日程等への配慮
　採用選考活動は、広報活動とは異なり、日程や場所等の決定に関して学生に裁量が与
えられているものではないため、学事日程等に十分に配慮していただき、また、大学等
の所在地による不利が生じないよう対応していただくようお願いいたします。
　例えば、面接や試験の実施に際して、対象となる学生に対して事前に余裕をもって連
絡を行うことや、授業、ゼミ、実験、試験、教育実習などの時間と重ならないよう設定
すること、土日・祝日、夕方以降の時間帯の活用などを含めた工夫を行うこと等が考え
られます。また、学生から個別に申し出がある場合、それらの事情に十分配慮しながら
対応していただくようお願いいたします。
　特に、2020 年度は東京オリンピック・パラリンピックの開催が予定されているため、
面接や試験の実施に際して、地方の学生が宿泊施設を手配する際に困難を伴うことや、
面接や試験の予定日が学生ボランティアの研修日程等と重複すること等の事態も想定さ
れます。このため、採用選考活動の実施に当たっては、こうした学生個々の事情に十分
に配慮していただくようお願いいたします。

３．日本人海外留学者 6 や外国人留学生などに対する多様な採用選考機会の提供
　留学すると就職活動で不利になるとの認識が学生に生じることのないよう、日本人海
外留学者向けの取組（例えば、一括採用とは別に採用選考機会を設けるなど）を、各企
業の必要に応じて行っていただくようお願いいたします。また、そうした取組を行って
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いる企業は、自社の採用ホームページ等で積極的に周知していただくようお願いいたし
ます。
　また、日本での就職を希望する外国人留学生についても、就職活動で不利になるとの
認識が学生に生じることのないよう、外国人留学生向けの取組（例えば、業種や職種等
によって求められる日本語能力が様々であること等も踏まえて多様かつ柔軟な採用選考
を行うなど）を、各企業の必要に応じて行っていただくようお願いいたします。また、
そうした取組を行っている企業は、自社の採用ホームページ等で積極的に周知していた
だくようお願いいたします。
　さらに、日本人海外留学者や外国人留学生に限らず、何らかの理由により一括採用の
採用選考時期に就職活動を行わなかった学生に対しても応募の機会を提供する観点か
ら、通年採用や秋季採用の導入をはじめとした様々な募集機会を設けることについて、
積極的に検討していただくようお願いいたします。

４．公平・公正で透明な採用の徹底
　労働施策総合推進法 7、男女雇用機会均等法 8、若者雇用促進法 9、障害者雇用促進法 10

等を踏まえ、公平・公正で透明な採用選考活動を行っていただくようお願いいたします。
また、採用選考においてハラスメントや学生の職業選択の自由を妨げる行為（正式な内
定前に他社への就職活動の終了を迫ったり、誓約書等を要求したりする行為等）を行わ
ないよう徹底していただくようお願いいたします。

５．インターンシップの取扱い
　インターンシップは、学生が在学中に自らの専攻、将来のキャリアに関連した就業体
験を行う場であり、大学等の教育の一環として位置づけられるものです。この趣旨を踏
まえ、インターンシップの実施に当たっては、募集対象を学士課程 3年次及び修士課程
1年次の学生に限定せず、また、広報活動や採用選考活動とは一切関係ないことを明確
にして行っていただくようお願いいたします 11。
　また、上記の広報活動及び採用選考活動の開始日より前において、インターンシップ
と称した広報活動及び採用選考活動そのものを行うなど、インターンシップ全体に対す
る信頼性を失わせることのないようにしていただくようお願いいたします。特に、いわ
ゆる「ワンデーインターンシップ」など短期間で実施されるプログラムの中には、就業
体験を伴わず、企業等の業務説明の場となっているものが存在することが懸念されるこ
とから、こうしたプログラムをインターンシップと称して行うことがないようにしてい
ただくようお願いいたします 12。

６．成績証明等の一層の活用
　採用選考活動に当たっては、大学等における成績証明等を取得して一層活用すること
（例えば、面接時にそれらに基づいた質問を行うなど）等により、学生の学修成果や学
業への取組状況を適切に評価していただくようお願いいたします。

７．クールビズ等への配慮
　採用選考活動の実施時期が梅雨や夏季に当たることから、学生のクールビズ 13 等へ
の配慮を行うとともに、その旨を積極的に学生に対して周知していただくようお願いい
たします。

８．卒業・修了後 3 年以内の既卒者の取扱い
　意欲や能力を有する若者に応募の機会を広く提供する観点から、若者雇用促進法に基
づく指針 l4 の趣旨を踏まえつつ、自社の実情や採用方針に則って、大学等の卒業・修了
者が、卒業・修了後少なくとも 3年間は新規卒業・修了予定者の採用枠に応募できるよ
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うな募集条件を設定するなど、適切な対応に努めていただくようお願いいたします。
以　上

１…　日本国内の大学、大学院修士課程、短期大学、高等専門学校の卒業・修了予定者が対象であり、大学院博士課程（後期）
に在藉している院生はこの限りではありません。
２…　例えば、ホームページにおける文字や写真、動画などを活用した情報発信、文書や冊子等の文字情報による PRなど
です。
３　広報活動のスケジュールを事前に公表することは差し支えありません。
４…　例えば、広報活動を行う際の告知・募集の段階と実施時の段階の双方において、当該活動が広報活動として行われる
旨を、ホームページや印刷物への明記、会場での掲示、口頭による説明などの方法によって、学生に周知徹底するなど
です。
５…　エントリーシートの提出、ウェブテストやテストセンターの受検などによる事前スクリーニングについては、日程・
場所等に関して学生に大幅な裁量が与えられていることから、上記の開始時期を卒業・修了年度の 6月 1日以降とする
採用選考活動とは区別します。
６　新卒学生のうち、留学期間が 1．の就職・採用活動の日程を重複する者などを指します。
７　「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律」（昭和 41 年法律第 132 号）
８　「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（昭和 47 年法律第 113 号）
９　「青少年の雇用の促進等に関する法律」（昭和 45 年法律第 98 号）
10　「障害者の雇用の促進等に関する法律」（昭和 35 年法律第 123 号）
11…　2020 年度卒業・修了予定者を対象とし、広報活動・採用選考活動の開始期日以後に実施されるインターンシップであ
り、あらかじめ広報活動・採用選考活動の趣旨を含むことが示されている場合については、この限りではありません。
12…　上記のほか、文部科学省・厚生労働省・経済産業省の連名で作成・公表された「インターンシップの推進に当たって
の基本的考え方」（平成 27 年 12 月 10 日改定）及びその留意点（平成 29 年 10 月 25 日）についても留意いただくよう
お願いいたします。
13…　政府としては、2005 年からクールビズ（冷房温度の適正化とその温度に適した軽装や取組など）を推進しており、各
企業におかれましては、業界の実態等に照らして、ご協力をお願いいたします。
14…　「青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その他の関係者
が適切に対処するための指針」（平成 27 年厚生労働省告示第 406 号）

　　◎東京新卒応援ハローワーク
　　　東京都新宿区西新宿 2− 7− 1　小田急第一生命ビル 21 階　TEL…03（5339）8609

新 卒 応 援 Ｈ Ｗ ・ 大 学 等 に よ る 紹 介

イ ン タ ー ネ ッ ト か ら の 応 募 （ Ｎ Ｅ ）

東京新卒応援ハローワーク

特 別 相 談 窓 口

（人権担当雇用指導官）

（人権担当雇用指導官）

ハローワーク新宿

連　 携

東 　 京 　 労 　 働 　 局

職 　 業 　 安 　 定 　 部
道府県

労働局

公共職業安定所

（事　業　所　管　轄）
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５　求職者等の個人情報の取扱いについて
　平成 11 年６月に、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）が改正され、新たに職業安定法第
５条の４（「求職者等の個人情報の取扱い」に関する規定（Ｐ 63 参照））が設けられ、同年 12
月から施行されました。
　職業安定法第５条の４（平成 30 年１月１日一部改正）では、「公共職業安定所、特定地方公
共団体、職業紹介事業者及び求人者、労働者の募集を行う者及び募集受託者並びに労働者供給
事業者及び労働者供給を受けようとする者（中略）は、その業務の目的の達成に必要な範囲内
で求職者等の個人情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、使用しなけ
ればならない」と定められており、「指針（平成 11年労働省告示第 141号）」の第４（Ｐ 63参照）
では、収集してはならない個人情報や個人情報の収集方法等が具体的に示されております。
　また、労働者派遣事業者については、労働者派遣法第 24 条の３（Ｐ 65 参照）及び指針（平
成 11 年労働省告示第 137 号）により、同様の規定が定められています。
　事業主の皆様には、「法」の趣旨をご理解いただき、公正な採用選考システムの確立に向け
た一層の取組をお願いします。

個人情報とは
①…　「個人情報」とは、個人に関する情報であって、特定の個人であると識別することの
できる情報をいいます。他の情報と照合することで特定の個人を識別することができる
場合も含まれます。
②…　「個人情報」のうち「秘密」とは、一般に知られていない事実であって（非公知性）、
他人に知られないことにより本人が相当の利益を有すると客観的に認められる事実（要
保護性）をいいます。
　…　「秘密」に該当する事項としては、「本籍地」「出身地」「支持・加入政党」「政治運動歴」
「借入金額」等が挙げられます。

（1）収集してはならない個人情報
　指針では、「その業務の目的の範囲内で求職者等の個人情報を収集すること」とし、特に
以下の個人情報について、収集してはならないと定めています。
①…　人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となるおそれの
ある事項
　例…：「本籍地・出身地」「家族状況（学歴、職業、収入等）」「生活環境・家庭環境」「住宅状況」
「本人の資産（借入状況）」「容姿・スリーサイズ」「血液型・星座」

②　思想及び信条
　例…：「思想」「宗教」「人生観」「生活信条」「支持政党」「購読新聞・雑誌」「愛読書」「尊敬

する人物」「社会運動（労働運動、学生運動、消費者運動等）に関する情報」等
③　労働組合への加入状況
　例…：労働組合（加入状況、活動歴等）に関する情報
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（2）個人情報を収集・保管・使用する場合
①　収集
・…個人情報を収集する際には、本人から直接収集し、又は本人の同意を得たうえで本人以外
の者から収集する等「適法かつ公正な手段」によらなければなりません。
・…指針に掲げる個人情報は原則として収集してはなりません。
・…高等学校若しくは中等教育学校又は中学校の新規卒業予定者から応募書類の提出を求める
場合、職業安定局長の定める書類（「全国高等学校統一応募書類」又は「職業相談票（乙）」）
により提出を求めることとされています。
②　保管・使用
・…個人情報の保管・使用は、その収集目的の範囲に限られます。他の目的に使用することは
認められません。
・…個人情報は、適切な管理をしなければなりません。そのため、保管する必要がなくなった
個人情報を破棄するための措置等を講ずる必要があります。

《職業安定法（抄）―求職者等の個人情報の取扱い―》
第…５条の４　公共職業安定所、特定地方公共団体、職業紹介事業者及び求人者、労働者の
募集を行う者及び募集受託者並びに労働者供給事業者及び労働者供給を受けようとする
者（中略）は、それぞれ、その業務に関し、求職者、募集に応じて労働者になろうとす
る者又は供給される労働者の個人情報（以下この条において「求職者等の個人情報」と
いう。）を収集し、保管し、又は使用するに当たっては、その業務の目的の達成に必要
な範囲内で求職者等の個人情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管
し、及び使用しなければならない。
　　ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この限りでない。
②　（略）

《労働大臣指針（抄）―平成 11 年労働省告示第 141 号―》
第４　法第５条の４に関する事項（求職者等の個人情報の取扱い）
　１　個人情報の収集、保管及び使用
　（1）…　職業紹介事業者

※（注1）

等は、その業務の目的の範囲内で求職者等の個人情報（１及び２
において単に「個人情報」という。）を収集することとし、次に掲げる個人情報を
収集してはならないこと。ただし、特別な職業上の必要性が存在することその他業
務の目的の達成に必要不可欠であって、収集目的を示して本人から収集する場合は
この限りではないこと。
イ…　人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となる
おそれのある事項
ロ　思想及び信条
ハ　労働組合への加入状況
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　（2）…　職業紹介事業者等は、個人情報を収集する際には、本人から直接収集し、又は本
人の同意の下で本人以外の者から収集する等適法かつ公正な手段によらなければな
らないこと。

　（3）…　職業紹介事業者等は、高等学校若しくは中等教育学校又は中学校の新規卒業予定
者から応募書類の提出を求めるときは、厚生労働省職業安定局長（中略）の定める
書
※（注2）

類により提出を求めること。
　（4）…　個人情報の保管又は使用は、収集目的の範囲に限られること。ただし、他の保管

若しくは使用の目的を示して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのある場合
はこの限りでないこと。

　２　個人情報の適正な管理
　（1）…　職業紹介事業者等は、その保管又は使用に係る個人情報に関し、次の事項に係る

措置を講ずるとともに、求職者等からの求めに応じ、当該措置の内容を説明しなけ
ればならないこと。
イ　個人情報を目的に応じ必要な範囲において正確かつ最新のものに保つための措置
ロ　個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置
ハ　正当な権限を有しない者による個人情報へのアクセスを防止するための措置
ニ…　収集目的に照らして保管する必要がなくなった個人情報を破棄又は削除するた
めの措置

　（2）…　職業紹介事業者等が、求職者等の秘密に該当する個人情報を知り得た場合には、
当該個人情報が正当な理由なく他人に知られることのないよう、厳重な管理を行わ
なければならないこと。

　（3）〜（4）　　略
　３　個人情報の保護に関する法律の遵守等
　１及び２に定めるもののほか、職業紹介事業者等は、個人情報の保護に関する法律（平
成 15 年法律第 57 号）第２条第５項に規定する個人情報取扱事業者（以下「個人情報取
扱事業者」という。）に該当する場合には、同法第４章第１節に規定する義務を遵守し
なければならないこと。また、個人情報取扱事業者に該当しない場合であっても、個人
情報取扱事業者に準じて、個人情報の適正な取扱いの確保に努めること。
＊（注１）…職業紹介事業者等は、職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、

労働者供給事業者及び労働者供給を受けようとする者を指します。
＊（注２）…厚生労働省職業安定局長の定める書類とは、新規中学校卒業予定者については「職業相

談票（乙）」、新規高等学校卒業予定者については「全国高等学校統一応募書類」（Ｐ115参照）
を指します。

　職業紹介事業者等が職業紹介等を行う場合や求職者等を募集する場合にも職業安定法第５条の４や指針第４
の求職者等の個人情報の取扱いに関する規定は適用されますので、職業紹介事業等を行う方はご留意願います。
　なお、募集情報等提供事業（求人情報サイト、求人情報誌等）を行う者についても、労働者となろうとする
者の個人情報の収集、保管及び使用を行うに当たっては、指針第４の１を踏まえて行うとともに、指針第４の
２を踏まえ、労働者となろうとする者の個人情報の適正な管理を行うこととされています。そして、相談窓口
の明確化等、苦情を迅速、適切に処理するための体制の整備及び改善向上をはかることとされています。
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違反したときは
●　…違反行為をした場合は、職業安定法に基づく行政指導や改善命令の対象となる場合が

あります。
●　…改善命令に違反した場合は、罰則（６ヶ月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金）が科

せられる場合もあります。

職業安定法（抄）
　（法律の目的）
第…一条　この法律は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関
する法律（昭和四十一年法律第百三十二号）と相まつて、公共に奉仕する公共職業安定所その他の
職業安定機関が関係行政庁又は関係団体の協力を得て職業紹介事業等を行うこと、職業安定機関以
外の者の行う職業紹介事業等が労働力の需要供給の適正かつ円滑な調整に果たすべき役割にかんが
みその適正な運営を確保すること等により、各人にその有する能力に適合する職業に就く機会を与
え、及び産業に必要な労働力を充足し、もつて職業の安定を図るとともに、経済及び社会の発展に
寄与することを目的とする。

　（職業選択の自由）
第二条　何人も、公共の福祉に反しない限り、職業を自由に選択することができる。
　（均等待遇）
第…三条　何人も、人種、国籍、信条、性別、社会的身分、門地、従前の職業、労働組合の組合員であ
ること等を理由として、職業紹介、職業指導等について、差別的取扱を受けることがない。（以下略）

　（労働条件等の明示）
第…五条の三　公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者、労働者の募集を行う者及び募
集受託者並びに労働者供給事業者は、それぞれ、職業紹介、労働者の募集又は労働者供給に当たり、
求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者に対し、その者が従事すべき
業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。（以下略）

　（求職者等の個人情報の取扱い）
第…五条の四　公共職業安定所、特定地方公共団体、職業紹介事業者及び求人者、労働者の募集を行う
者及び募集受託者並びに労働者供給事業者及び労働者供給を受けようとする者（次項において「公
共職業安定所等」という。）は、それぞれ、その業務に関し、求職者、募集に応じて労働者になろう
とする者又は供給される労働者の個人情報（以下この条において「求職者等の個人情報」という。）
を収集し、保管し、又は使用するに当たつては、その業務の目的の達成に必要な範囲内で求職者等
の個人情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければならない。

　ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この限りでない。
②…　公共職業安定所等は、求職者等の個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければな
らない。

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（抄）
　（個人情報の取扱い）
第…二十四条の三　派遣元事業主は、労働者派遣に関し、労働者の個人情報を収集し、保管し、又は使
用するに当たつては、その業務（紹介予定派遣をする場合における職業紹介を含む。次条において
同じ。）の目的の達成に必要な範囲内で労働者の個人情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内
でこれを保管し、及び使用しなければならない。ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由
がある場合は、この限りではない。

２　派遣元事業主は、労働者の個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならない。



66

６　公正採用選考人権啓発推進員制度のあらまし
（1）公正採用選考人権啓発推進員制度の趣旨・目的
　厚生労働省では、従来から企業に対し、差別のない公正な採用選考の実施についてお願いし
てきましたが、「部落地名総鑑」事件の発生にみられるように、事業主の同和問題についての
理解と認識は、必ずしも十分とはいえない状況がみられました。
　このため、昭和 52 年度から、事業主に対する啓発・指導の一層の強化を図るため、原則と
して一定規模以上の事業所について、「企業内同和問題研修推進員」の設置を図り、推進員に
対し、計画的・継続的な啓発・指導を行うことを通じて、各企業における公正な採用選考シス
テムの確立が図られてきました。
　その後、平成８年５月に地域改善対策協議会の意見具申において、同和問題を人権問題の重
要な柱として捉え、人権教育・人権啓発の事業に再構成して推進すべきとの指摘がなされたこ
とを受けて、平成８年７月の閣議決定「同和問題の早期解決に向けた今後の方策について」では、
雇用主に対する啓発・指導事業は、人権啓発の事業に再構成して推進することとされました。
　そして、平成９年度から、雇用主に対する啓発・指導事業は、同和問題をはじめとする人権
問題についての正しい理解と認識のもとに、就職の機会均等を確保するための公正な採用選考
システムの確立を目指した人権啓発事業として改められ、「企業内同和問題研修推進員」は「公
正採用選考人権啓発推進員」（以下「推進員」という。）に名称変更されました。
　また、従業員の採用選考に最も影響力を持つ企業のトップクラスとの接点の多い経済団体（東
京経営者協会、東京商工会議所、東京都中小企業団体中央会、東京都商工会連合会）の役員等
を「公正採用選考人権啓発協力員」として委嘱し、傘下企業等に対して公正な採用選考の確立
に向けた周知・啓発を行っています。

（2）推進員の設置対象事業所
　推進員制度は、職業選択の自由、就職の機会均等を確保し、雇用の促進を図るため、次の基
準に基づき、推進員の設置を勧奨しています。
　ア　常時使用する従業員の数が 50 人以上である事業所
　イ…　常時使用する従業員の数が 50 人未満であって、就職差別事件又はこれに類する事象を

惹起した事業所
　ウ　職業紹介事業又は労働者派遣事業を行う事業所
　※…　職業紹介事業者及び労働者派遣事業者は、雇用主としての側面にとどまらず、労働力需

給システムの一翼としての社会的責務を負っていることから、規模にかかわらず推進員の
設置対象事業所としています。

（3）推進員の選任基準
　推進員は、事業主が従業員のうちから選任するものですが、公正な採用選考システムの確立
を図る上で、当該事業所における中心的な役割を果たすことが期待されていることから、人事
担当責任者等、採用・選考に関する事項について相当の権限を有する方（人事担当の部・課長
級以上の方）から選任するよう、ハローワークが事業主を指導することになっています。

（4）推進員の役割
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　推進員は、各人の就職の機会均等を確保するという視点に立って、次の事項について中心的
な役割を果たすものとされています。
　ア　公正な採用選考システムの確立を図ること
　イ　職業安定行政機関との連携に関すること
　ウ　その他当該事業所において必要とする対策の樹立及び推進に関すること
　すなわち、採用方針をはじめ、求人（募集）活動、選考基準、選考方法、採否決定等につい
て、就職の機会均等を阻害していないかどうかを点検し、差別のない公正な採用選考システム
をはじめとする体制の確立を図っていくことが必要です。
　同時に、求人活動や面接等採用選考に当たる方々も、同和問題をはじめとする人権問題につ
いての正しい理解と認識に基づいて業務を遂行していく必要があります。
　推進員は、これら就職の機会均等の確保を図るため、当該事業所における中心的な役割を果
たすとともに、職業安定行政機関との連絡の窓口ともなります。
　その他当該事業所において必要とする対策の樹立及び推進とあるのは、公正な採用選考につ
いて企業の自主的な取組を要請するもので、個々の事業所において必要な対策について計画し、
推進をしていくことが求められます。

（5）推進員の選任状況の報告
　推進員を新たに選任した事業所や人事異動等により推進員に変更があった事業所は、「公正
採用選考人権啓発推進員選任状況報告」（Ｐ 121 参照）を事業所所在地管轄のハローワーク（Ｐ
123 参照）に提出することになっています。
　なお、事業所が移転した場合は、再度提出していただくこともありますので、必ずハローワー
クまでご連絡ください。
　また、東京労働局では、毎年６月１日現在の推進員の選任状況の報告もお願いしています。

《東京労働局公正採用選考人権啓発推進員設置要綱（平成 29 年９月 11 日改定）》
１　目　　的
　社会を構成する全ての人にとって就職は、生活の安定や社会参加を通じての生きがいな
ど極めて重要な意義を持っており、憲法に規定される職業選択の自由、就職の機会均等を
確保し、誰もがその適性と能力に応じて職業に就くことができる社会を実現するためには、
雇用主が同和問題をはじめとする人権問題について正しい理解と認識を深め、応募者の人
権を尊重し適性と能力に基づく公正な採用選考を行うことが必要である。
　このため、一定規模以上の事業所等について、公正採用選考人権啓発推進員（以下「推
進員」という。）の設置を図り、推進員に対する研修等を通じて、当該事業所における公
正な採用選考システムの確立のために必要な知識、理解及び認識を深めるとともに、当該
事業所内の人権研修の促進・支援を行うことを目的とする。

２　推進員設置対象事業所
　（1）常時使用する従業員の数が 50 人以上である事業所。
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　　　ただし、工場、支店、営業所等については、人事権（採用権）を有する事業所。
　（2…）（1）のほか、公共職業安定所長が推進員を選任することが適当であると認める事業

所。
　（3）（1）及び（2）にかかわらず、職業紹介事業または労働者派遣事業を行う事業所。

３　推進員の選任基準
　推進員は、原則として人事担当責任者等、採用選考その他人事管理に関する事項につい
て相当の権限を有する者から１事業所につき１名を選任する。
　なお、事業所の規模等から必要なときは、推進員の補助者を選任し、本制度の実効を期
すものとする。

４　推進員の役割
　推進員は、すべての人々の就職の機会均等を確保するという視点に立って、次の事項に
ついて事業所内における中心的な役割を果たすものとする。
　（1）公正な採用選考システムの確立を図ること。
　（2）職業安定行政機関との連携に関すること。
　（3）その他、当該事業所において必要とする対策の樹立及び推進に関すること。

５　報　　告
　（1…）新規に推進員を選任した場合、又は人事異動等により推進員に変更があった場合に

は、別紙「公正採用選考人権啓発推進員選任状況報告」により事業所管轄公共職業安
定所長（職業紹介事業または労働者派遣事業の許可・届出に合わせて報告をする場合
は東京労働局需給調整事業部経由とする。）あて報告するものとする。

　（2…）推進員を選任している事業所は毎年６月１日現在の選任状況を、別紙「公正採用選
考人権啓発推進員選任状況報告」により事業所管轄公共職業安定所長あて報告するも
のとする。

６　推進員に対する研修等の実施
　東京労働局及び公共職業安定所は、推進員に対しその役割を果たすために必要な研修等
を実施するものとし、必要に応じて関係行政機関等への協力を要請するものとする。
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７　人権研修講師の出講事業及び視聴覚ビデオ等の貸出しについて
（1）人権研修講師の出講事業について
　公益財団法人東京都人権啓発センターでは、さまざまな人権問題の正しい理解と認識を深め
るために企業等が実施する研修に対して講師出講事業を行っています。
【研修の内容】
　講義の内容は、「基本的人権」「人権問題全般」「同和問題」「ハラスメントの防止」「ＣＳＲ（企
業の社会的責任）と人権」「公正な採用選考」「接遇と人権」「メンタルヘルスと人権」などです。
【申込方法】
　研修の約２か月前までに、電話、ＦＡＸもしくはＥメールにて（1）研修のテーマ（2）研修
実施予定日時（3）実施会場（所在地）（4）研修参加人員（5）団体名、ご担当者名及び連絡先
（6）その他（ご質問・ご希望等）についてご連絡ください。
【研修時間】
　１講義３時間を原則としますが、３時間未満についても受け付けますのでご相談ください。
【研修料金】

時間数 １時間当たりの料金（税別）

１時間以内 18,000 円

１時間を
超える 16,000 円

　人数割増　１回の研修につき、受講者が 200 名以上となる場合、料金は 10 割増になります。
　※詳細はお問い合わせください。
【問合せ・連絡先】

公益財団法人東京都人権啓発センター
〒 105-0014　東京都港区芝２−５−６

芝２５６スクエアビル２階
電話　０３（６７２２）００８５
FAX　０３（６７２２）００８４

ホームページ https://www.tokyo-jinken.or.jp/

Ｅメール　koshi_haken「アットマーク」tokyo-jinken.or.jp
※Ｅメールの場合は、「アットマーク」の部分を

半角英数字の@に変更してください。

（2）視聴覚ビデオ等の貸出しについて
　都内ハローワークや東京都労働相談情報センター、東京都人権プラザでは、同和問題をはじ
めとする人権問題についての正しい理解と認識を深めるとともに、企業内での研修等に活用し
ていただくため、DVDやビデオテープ等の貸出しを行っています。
　（お問合せ先は、巻末の行政機関一覧をご覧ください。）




